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１ 農地中間管理総合対策事業

農林政策課

農業経営の規模拡大や農地の集積・集約化を促進するため、推進母体となる農地中間管理機構や市町村等の活動を
支援する。

１ 事業内容
(1) 農地中間管理事業

農地中間管理機構が行う農地の賃貸借の推進等に対して助成する。
・ 助成対象 農地の賃料、農地保全管理費等
・ 補 助 率 国７／10、県３／10

(2) 農地売買支援事業
農地中間管理機構が行う農地の売買の推進に対して助成する。
・ 助成対象 業務運営費、事業推進組織整備費
・ 補 助 率 国６／10、県４／10

(3) 機構集積協力金交付事業
農地中間管理機構を通じて担い手への農地集積・集約化に取り組む地域へ協力金を交付する。

ア 地域集積協力金
機構への貸付け又は機構を通じた農作業委託により農地集積・集約化を図る場合に協力金を交付する。
＜交付要件＞ 対象農地のうち１割以上が新たに担い手に集積されること、又は地域の農地面積に占める同

一耕作者の１ha以上の団地面積割合が10％以上増加すること等
＜交付単価＞ 13千円～34千円／10a
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イ 集約化奨励金
機構からの転貸又は機構を通じた農作業受託により農地の集約化を図る場合に奨励金を交付する。
＜交付要件＞ 地域の農地面積に占める同一耕作者の１ha以上の団地面積割合が10％以上増加すること等
＜交付単価＞ 10千円～30千円／10a

ウ 推進事務費

(4) 地域計画策定推進緊急対策事業
農業者等による協議を踏まえ、地域の農業のあり方や農地利用の姿を明確化した地域計画の策定に要する経費

を助成する。
・ 助成対象 地域計画の策定に向けた取組
・ 補 助 率 10／10

２ 事業主体
(1)：県、農地中間管理機構
(2)：農地中間管理機構
(3)：県、市町村
(4)：県、市町村、農業委員会

-7-



３ 予算額
８０３，１１５千円 国庫支出金 ２１３，９４２千円

繰入金：農地中間管理事業等推進基金 ５４７，９０３千円
一般財源 ４１，２７０千円

(1)：２０９，８４０千円 報酬、旅費等 ３，９４５千円
負担金補助及び交付金 ２０５，８９５千円

(2)： １５，７７７千円 負担金補助及び交付金 １５，７７７千円

(3)：５４７，９０３千円 需用費 ２００千円
負担金補助及び交付金 ５４７，７０３千円

(4)： ２９，５９５千円 報償費、旅費等 ３，０３２千円
負担金補助及び交付金 ２６，５６３千円

４ 事業年度
平成２６年度～
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２ 新規就農総合対策事業

農林政策課

県内での就農を希望する若者等の多様なニーズに対応した農業研修の実施や、営農初期の資金交付など、総合的な
就農支援を行う。

１ 事業内容
(1) 未来を担う人づくり対策事業

就農に必要な農業技術や経営管理能力向上のための実践研修を実施するとともに、研修生に対して資金を交付
する。
ア 秋田アグリフロンティア育成研修の研修生への奨励金（26人）
・ 研修内容 県試験研究機関や農業者の下での２年間の実践研修
・ 助成単価 900千円／人・年（県７／10、市町村３／10）

イ 地域で学べ！農業技術研修の研修生への奨励金（19人）
・ 研修内容 市町村の研修施設等での２年以内の実践研修
・ 助成単価 900千円／人・年（県１／２、市町村１／２）

ウ 県受入体制整備運営費
秋田アグリフロンティア育成研修の企画・運営

(2) 農業次世代人材投資事業
就農前の研修を受ける者や独立・自営就農者に対し、資金を交付する。

ア 準備型（就農準備資金 （70人））
・ 交付金額 1,500千円／人・年（最長２年間）

イ 経営開始型（経営開始資金 （225人））
・ 交付金額 1,500千円／人・年（最長３年間）

ウ 推進事業費

フロンティア育成研修
Ｒ５年度入講式の様子
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(3) 新規就農者経営発展支援事業
認定新規就農者が行う機械・施設や家畜の導入等を支援する。
・ 助成対象 機械・施設、家畜導入、果樹新植等
・ 補 助 率 国１／２、県１／４

(4) ミドル就農者経営確立支援事業
中年層の新規就農者を確保するため、経営開始直後の独立・自営就農者に対し、資金を交付する。
・ 交付金額 1,200千円／人・年（最長３年間）

(5) 農業教育高度化事業
農業高校における農業教育の高度化を図るため、外部講師による出前授業や農業現場での実践研修等を行う。
・ 実施内容 先進農家、農業法人等による出前授業や現地研修

就農を考える生徒を対象にした就農促進セミナー

２ 事業主体
(1)：県、市町村
(2)：県、市町村、(公社)秋田県農業公社
(3)：認定新規就農者、市町村
(4)：市町村
(5)：県
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３ 予算額
６００，８３７千円 諸収入 ５２４，２９１千円

一般財源 ７６，５４６千円

(1)： ３４，４６４千円 報償費、使用料及び賃借料等 ９，５３４千円
負担金補助及び交付金 ２４，９３０千円

(2)：４５０，１７４千円 旅費等 １７９千円
負担金補助及び交付金 ４４９，９９５千円

(3)：１０５，０４７千円 負担金補助及び交付金 １０５，０４７千円

(4)： ７，２００千円 負担金補助及び交付金 ７，２００千円

(5)： ３，９５２千円 報償費、使用料及び賃借料等 ３，９５２千円

４ 事業年度
平成２２年度～
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３ 生態系公園環境整備事業（新規）

農林政策課

生態系公園について、大潟村への譲渡後も有効活用されるよう、観賞温室の修繕等を実施する。

１ 事業内容
(1) 観賞温室修繕事業

観賞温室の屋根の修繕工事に関する実施設計を行う。
・ 期 間 令和６年５～９月

(2) 観賞温室内樹木移設等事業
観賞温室内の稀少な展示植物の移植等を行う。

・ 内 容 展示植物の移植・撤去処分、温室内の整地
・ 移植先 県立農業科学館（大仙市）

（所管換：ヒスイカズラ、キンカチャ等）
ブルーメッセあきた（潟上市）
（無償譲渡：パッションフルーツ、メディニラ等）

・ 時 期 令和６年６月～（観賞温室は５月末に閉園予定）

(3) 生態系公園維持管理事業
生態系公園の維持管理や円滑な譲渡に向けた環境整備を行う。

・ 期 間 令和６年４月１日～令和７年３月31日（１年間）

２ 事業主体
県

ヒスイカズラ メディニラ

キンカチャ

〔移植する主な展示植物〕
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３ 予算額
３４，７１３千円 一般財源 ３４，７１３千円

(1)： ２，７４６千円 需用費 １００千円
委託料 ２，６４６千円

(2)： ６，２５４千円 委託料 ６，２５４千円

(3)：２５，７１３千円 委託料 ２５，７１３千円

４ 事業年度
令和６～７年度

【参考１】生態系公園等の大潟村への譲渡までの工程表

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

生態系公園

観賞温室
（公園の一部）

農業試験場
旧生物工学部

県指定管理
（R３～５年度）

県管理 大潟村の施設
譲
渡

大潟村に無償貸付
（R３～５年度）

大潟村に無償貸付　 大潟村の施設
譲
渡

屋根修繕工事 実施設計・積算 屋根修繕工事
5～10月頃

大潟村

閉 

鎖

稀少展示植物の移植

　①県立農業科学館（所管換）

　②ブルーメッセあきた（無償譲渡）

植物撤去

室内整地

譲

渡

５月末 ６～９月頃 移植完了後

※工事完了後に譲渡
※譲渡後は研修・交流施設として利用
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【参考２】旧農業研修センター跡地等の概略図

旧本館部分

旧農試生物工学部跡地

生態系公園

大潟村へ譲渡予定

大潟村へ譲渡予定

県管理継続予定

旧
農
業
研
修
セ
ン
タ
ー
跡
地

旧本館

観賞温室

秋田県種苗センター

※県管理継続
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４ ６次産業化総合支援事業

農業経済課

農山漁村における所得や雇用の増大、地域活力の向上を図るため、経営の多角化や食品製造業等の異業種との連携
を促進し、農林漁業者の６次産業化の取組を総合的に支援する。

１ 事業内容

(1) ６次産業化サポート体制強化事業

関係機関・団体による協議会を開催し、６次産業化に係る情報交換を行うとともに、専門家の派遣等による支

援活動を行う。

ア 秋田県６次産業化推進協議会の開催

・ 実施内容 各団体の取組状況や課題・方策等に関する情報交換

イ ６次産業化サポート事業

・ 実施内容 専門家の派遣による経営改善支援等

(2) 異業種連携促進活動推進事業

農業経営体と食品製造事業者等の異業種による連携体を形成し、商品開発や販路開拓の取組を支援するほか、

米粉を活用した新商品等を広く周知する。

ア 産地立地型加工プロジェクト推進事業

・ 助成対象 県産農産物を活用した新商品開発や販路開拓に要する経費

・ 補 助 率 １／２（上限1,000千円／件）

イ ６次化商品・地産品ＰＲ活動

・ 実施内容 ６次産業化商品や県産米粉を活用した商品等を広く周知するＰＲイベントの開催

ウ 米粉利活用促進事業

・ 助成対象 県産米粉を活用した新商品開発や販路開拓に要する経費

・ 補 助 率 １／２（上限300千円／件）
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２ 事業主体

(1)、(2)のイ：県

(2)のア ：県、農産物加工連携体

(2)のウ ：食品製造事業者

３ 予算額

１８，０６６千円 国庫支出金 １０，２２０千円

繰入金：地域活性化対策基金 ７，８４６千円

(1)： ７，３７９千円 旅費、需用費等 １５９千円

委託料 ７，２２０千円

(2)：１０，６８７千円 旅費、需用費等 １，１８７千円

委託料 ６，０００千円

負担金補助及び交付金 ３，５００千円

４ 事業年度
平成２６年度～
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５ 県産農産物販売力強化事業

農業経済課販売戦略室

農業者等の販路の多角化と販売力の向上を図るため、実需者ニーズに対応したマッチング活動を実施する。

１ 事業内容
(1) 県産農産物マッチング支援事業

マーケットインの産地づくりや販路の多角化を推進するため、実需者ニーズを把握するとともに、生産者等の
販路開拓をサポートする。
・ 実施内容 企業開拓員を配置し、首都圏の実需者ニーズを収集

マッチング推進員を配置し、県内生産者の実需者ニーズへの対応を支援
秋田県農産物流通販売戦略推進会議（生産者代表、集出荷団体、量販店等）の開催

(2) 企業ネットワーク活用促進事業
県産農産物の販路拡大を図るため、本県と縁のある県外企業と連携し、消費者向けの食のイベント等を実施する。
・ 実施内容 企業と県内生産者をつないだ県産品・産地紹介イベントの開催

企業の組合員向けＥＣサイトでの県産農産物等の販売
包括連携協定企業等との協働活動による認知度向上

(3) 農業者等販路多角化推進事業
自ら販路の開拓に取り組む農業者等を対象とした実践的な研修等の取組を支援する。

ア 販売基礎研修事業
・ 実施内容 マーケティングの基礎や農産物のブランド化、情報発信力・集客力の向上等の研修

イ 販売力ステップアップ支援事業
・ 実施内容 商談技術や模擬商談等の研修

ウ 販売力向上実践事業
・ 助成対象 首都圏バイヤー等との対面商談、首都圏商談会への出展、販路開拓活動
・ 補 助 率 １／３（上限150千円）
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２ 事業主体
(1)、(2)、(3)のア、イ：県
(3)のウ ：農業法人等

３ 予算額
１９，１９２千円 諸収入 ４９千円

一般財源 １９，１４３千円

(1)：１３，１１３千円 報酬、職員手当、共済費 ９，１８４千円
旅費、需用費等 ３，９２９千円

(2)： ２，３４０千円 旅費、需用費等 ２，３４０千円

(3)： ３，７３９千円 旅費、需用費等 １，２０６千円
委託料 ２，２３３千円
負担金補助及び交付金 ３００千円

４ 事業年度
令和４～７年度
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６ 農産物グローバルマーケティング強化事業

農業経済課販売戦略室

県産農産物の輸出を促進するため、海外への販路拡大や輸出環境の整備に向けた取組を推進する。

１ 事業内容
(1) 輸出拡大促進事業

輸出先国の需要拡大に向けたプロモーションを行うとともに、新規品目等の調査や実証に取り組む。
ア 既存商流の拡大と新たな需要開拓
・ 実施内容 小売店でのＰＲ販売（台湾、タイ 、飲食店等へのねぎのプレゼン会（台湾））
・ 対象品目 りんご・ぶどう（台湾、タイ 、ねぎ（台湾））

イ 新規品目等の調査・実証
・ 実施内容 12月以降の出荷に向けた長期保存技術の実証
・ 対象品目 ぶどう（台湾）

(2) 輸出産地育成事業
輸出に取り組む農業者の拡大に向け、輸出への意識醸成や果樹産地における輸出対応技術の普及を図る。

ア グローバル販売戦略研修会の開催
・ 実施内容 農業者やＪＡ職員等を対象とした輸出先進事例等に関する研修

イ 果樹の輸出産地モデルの育成
(ｱ) りんごの品質保持に関する研修
・ 実施地区 鹿角・北秋田・由利（輸出実施地区等）

(ｲ) 施設整備への支援
・ 助成対象 果実の簡易くん蒸処理施設
・ 補 助 率 １／２（上限150千円）

-19-



(3) 海外市場ニーズ対応型栽培体系開発事業
各国の輸出規制の厳格化に対応した果樹栽培体系の構築を図る。

・ 実施内容 輸出先国の残留農薬基準に対応できる防除体系の確立

(4) シンガポール輸出ステップアップ事業
現地でのテストマーケティングやプロモーション、輸出ルートの構築に取り組む。

・ 実施内容 現地日系企業が主催するイベントへの出展
県産品の試食・プレゼン会の開催
輸入卸業者が主催する商談会への参加

２ 事業主体
(2)のイの(ｲ)：農業者等
上記以外 ：県

３ 予算額
２４，９９９千円 繰入金：地域活性化対策基金 ２４，９９９千円

(1)：１０，６９５千円 旅費、役務費等 ２，１９５千円
委託料 ８，５００千円

(2)： ２，４５６千円 役務費、使用料及び賃借料等 ２，３０６千円
負担金補助及び交付金 １５０千円

(3)： ７６５千円 需用費、役務費等 ７６５千円

(4)：１１，０８３千円 旅費、役務費等 ２，８３３千円
委託料 ８，２５０千円

４ 事業年度
令和４～７年度
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７ 日本型直接支払交付金事業

農山村振興課
水田総合利用課

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、水路・農道等を維持する共同活動や中山間地域等におけ
る農業生産活動、自然環境の保全に資する活動を支援する。

１ 事業内容
(1) 日本型直接支払交付金事業（多面的機能）
ア 多面的機能支払交付金
(ｱ) 農地維持支払交付金

農地法面の草刈りや水路の泥上げ、農道の砂利補充等の保全活動を支援する。
・ 交付単価 田3,000円／10ａ、畑2,000円／10ａ
・ 実施面積 99,000ha
・ 負担割合 国１／２、県１／４、市町村１／４

(ｲ) 資源向上支払交付金（共同活動）
機能診断に基づく水路・農道等の軽微な補修や景観形成などの保全活動等を支援する。

・ 交付単価 田（新規）2,400円／10ａ （継続）1,800円／10ａ、
畑（新規）1,440円／10ａ （継続）1,080円／10ａ、

・ 実施面積 93,000ha
・ 負担割合 国１／２、県１／４、市町村１／４

(ｳ) 資源向上支払交付金（長寿命化）
水路・農道等の改修・更新など施設の長寿命化のための活動を支援する。

・ 交付単価 田4,400円／10ａ、畑2,000円／10ａ
・ 実施面積 20,700ha
・ 負担割合 国１／２、県１／４、市町村１／４

イ 多面的機能支払推進交付金
交付金事務、推進活動等に要する経費

・ 負担割合 国10／10 〔共同での草刈り作業〕
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(2) 日本型直接支払交付金事業（中山間地域等）
ア 中山間地域等直接支払交付金

中山間地域等における農業生産条件の不利を補正することにより、農業生産の継続を支援する。
・ 交付単価 田（急傾斜地）21,000円／10ａ （緩傾斜地）8,000円／10ａ、

畑（急傾斜地）11,500円／10ａ （緩傾斜地）3,500円／10ａ、
・ 実施面積 10,300ha
・ 負担割合 国１／２、県１／４、市町村１／４

イ 中山間地域等直接支払推進交付金
交付金事務、推進活動等に要する経費

・ 負担割合 国10／10ほか

(3) 日本型直接支払交付金事業（環境保全型農業支援対策）
ア 環境保全型農業直接支払交付金

化学肥料・化学合成農薬の使用を慣行栽培の５割以上低減する取組と併せて行う地球温暖化防止や生物多様
性に効果が高い営農活動を支援する。
・ 交付単価 有機農業 12,000～14,000円／10ａ

カバークロップ 6,000円／10ａ
長期中干し 800円／10ａ ほか

・ 実施面積 5,255ha
・ 負担割合 国１／２、県１／４、市町村１／４

イ 環境保全型農業推進事業
交付金事務、推進活動等に要する経費

・ 負担割合 国10／10

２ 事業主体
(1)：県、市町村、協議会、活動組織
(2)：県、市町村、協議会、農業者等
(3)：県、市町村、農業者団体等
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３ 予算額
４，５４０，２５１千円 国庫支出金 ３，０５７，９１４千円

一般財源 １，４８２，３３７千円

(1)：３，５８７，９８７千円 負担金補助及び交付金等 ３，５８７，９８７千円

(2)： ８２９，４０９千円 負担金補助及び交付金等 ８２９，４０９千円

(3)： １２２，８５５千円 負担金補助及び交付金等 １２２，８５５千円

４ 事業年度
(1)：平成１９年度～
(2)：平成１２年度～
(3)：平成２３年度～

【参考】日本型直接支払交付金事業に係る取組面積等の推移

区 分 令和４年度実績 令和５年度実績見込 令和６年度計画
日本型直接支払交付金事業 98,117ha 98,243ha 99,000ha
（多面的機能） （ 994組織） （ 991組織） （1,000組織）
日本型直接支払交付金事業 9,895ha 9,892ha 10,300ha
（中山間地域等） （ 486協定） （ 487協定） （ 490協定）
日本型直接支払交付金事業 4,485ha 4,659ha 5,255ha
環境保全型農業支援対策 （ 20団体） （ 19団体） （ 20団体）（ ）
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８ 未来へつなぐ元気な農山村創造事業

農山村振興課

農山村地域の所得向上と活性化を図るため、地域特産物のブランド化や農山村発の新ビジネスの創出を支援する。

１ 事業内容
(1) 元気な農山村創造プラン策定事業

地域資源を生かした地域活性化を目指すプランの策定を支援する。
・ 助成対象 プラン策定のためのワークショップの開催等
・ 補 助 率 １／２（上限300千円）

(2) 農山村発新ビジネス創出事業
「元気な農山村創造プラン」に基づき、地域特産物のブランド化のほか、観光

等の他分野を組み合わせた新ビジネスの創出に向けた取組を支援する。
・ 助成対象 施設・機械等の整備、販売促進活動等
・ 補 助 率 １／２（上限2,500千円）

(3) 推進事業
農山村地域の活性化に資する普及啓発活動を行う。

２ 事業主体
(1)：協議会
(2)：協議会、プランに位置づけた個人・団体
(3)：県

駅舎を活用した漬物加工所
（北秋田市）

そば打ちや伝統芸能等の
体験ができるゲストハウス

（にかほ市）
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３ 予算額
１５，８５０千円 一般財源 １５，８５０千円

(1)： ２，４００千円 負担金補助及び交付金 ２，４００千円

(2)：１３，０００千円 負担金補助及び交付金 １３，０００千円

(3)： ４５０千円 旅費、需用費等 ４５０千円

４ 事業年度
令和４～７年度
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９ あきたの農山村を支える活力創造事業

農山村振興課

農山村地域の活力の創造を図るため、多様な「半農半Ｘ」を推進するほか、地域資源を生かした交流活動等、地域
活性化の取組を総合的に支援する。

１ 事業内容
(1) 活力創造トライアル事業

「半農半Ｘ」を推進するほか、地域資源を活用した取組や「守りたい秋田の里地
里山５０」認定地域における保全活動を支援する。
ア 「半農半Ｘ」実証拡大事業
・ 実施内容 半農半Ｘの実証調査（５地域）

セミナーの開催、首都圏における情報発信
イ 地域づくり活動支援事業
・ 実施内容 地域資源を生かした交流活動等の取組への支援（９地域）

ウ 里地里山保全活動支援事業
・ 実施内容 企業や大学等と協働で行う保全活動への支援（４地域）

営農継承に向けた農地の賃貸借への支援
Ｗｅｂによる情報発信等

(2) 地域づくり総合推進事業
農村ＲＭＯの設立や農泊ビジネスの推進など地域活性化の取組を総合的に支援する。

ア 農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）形成推進事業
・ 助成対象 農用地保全、地域資源活用、生活支援にかかる調査、計画、実証等（３地域）
・ 補 助 率 定額（上限10,000千円／年）

イ あきた農泊推進事業
・ 実施内容 農泊ビジネスの実践研修、起業支援

農泊地域と民間企業等との連携による魅力発信
ウ 地域づくり推進事業
・ 実施内容 農業・農村の活性化に資する普及啓発活動

「半農半Ｘ」の体験
（鹿角市）
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２ 事業主体
(1)のウ ：県、保全活動組織、農業者、農業者等で組織する団体
(2)のア ：地域協議会
(2)のイ ：県、農業者等
上記以外：県

３ 予算額
５９，６２７千円 国庫支出金 ３０，０００千円

寄附金 ７５０千円
繰入金：中山間地域土地改良施設等保全基金 ２６，５２７千円
諸収入 ７００千円
一般財源 １，６５０千円

(1)：１５，８１２千円 旅費、需用費等 ４，００２千円
委託料 ９，５３５千円
負担金補助及び交付金 ２，２７５千円

(2)：４３，８１５千円 旅費、需用費等 ３，１９１千円
委託料 ９，０００千円
負担金補助及び交付金 ３１，６２４千円

４ 事業年度
令和４～７年度
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10 農作物鳥獣被害防止対策事業

水田総合利用課

ツキノワグマ等による農作物被害を防止するため、地域協議会が行う追い上げや捕獲等の取組を支援する。

１ 事業内容
(1) 鳥獣被害防止総合支援事業

市町村が作成した被害防止計画に基づく地域協議会の取組を支援する。
・ 助成対象 有害鳥獣の捕獲

追い上げや箱わな設置等による被害防止
雑木林の刈り払い等による環境管理
侵入防止柵の整備 等

・ 補 助 率 定額、１／２

(2) 鳥獣被害防止対策県推進費
地域における被害防止活動を強化するため、研修会を開催し、優良事例等の横展開を図る。

・ 実施内容 被害防止対策研修会の開催

２ 事業主体
(1)：地域協議会
(2)：県

３ 予算額
６０，８８７千円 国庫支出金 ６０，８８７千円

(1)：５７，７５７千円 負担金補助及び交付金 ５７，７５７千円

(2)： ３，１３０千円 報償費、旅費等 ３，１３０千円

４ 事業年度
平成３０年度～
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11 あきたの魅力ある水田農業確立対策事業（拡充）

水田総合利用課

本県の水田農業の発展を図るため 「秋田米生産・販売戦略」に基づき、稲作の省力・低コスト化や高品質・良食、
味米の安定生産に向けた取組等を推進する。

１ 事業内容
(1) 秋田米生産・販売戦略推進事業

生産者や農業団体、行政が一体となり 「第２期秋田米生産・販売戦略」に掲げる取組を推進する。、
・ 実施内容 「秋田米生産・販売戦略推進会議」の開催
・ 構 成 員 県域農業団体、ＪＡ、県立大学、県等

(2) マーケット対応型秋田米産地拡大事業
業務用米の生産を拡大するため、多収性品種による省力・低コスト生産等の取組を支援するほか、酒米の生産

振興と需要拡大を図る。
ア 県産米品質確保対策推進事業
・ 実施内容 品種や栽培方法の組合せによる効率的な大規模栽培体系の推進（３地区）

イ 先進技術等導入実証事業
・ 実施内容 ロボット田植機による省力・低コスト栽培の実証（１地区）

乾田直播による低コスト栽培試験（１地区）
ウ 酒造好適米販路拡大事業
・ 実施内容 酒造会社と連携した栽培実証（２地区 、栽培研修会の開催、販路拡大へ向けたＰＲ）

(3) 技術支援体制強化事業（拡充）
、 、 。秋田米の高品質・安定生産を図るため 作柄解析調査を実施するほか 気候変動に対応した技術指導等を行う

ア 作柄解析調査の実施
・ 実施内容 水稲・大豆の生育状況の把握と技術情報の提供（年８回）
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イ 気候変動を克服する高品質秋田米生産体制の強化
・ 実施内容 品質向上に向けた水管理技術の実証（８か所）

県産米の品質分析、食味官能評価（委託先：(一財)日本穀物検定協会）
ウ 技術指導体制の強化
・ 実施内容 気候変動に対応した栽培技術研修会、食味官能試験に関する研修会の開催
・ 対 象 者 普及指導員、ＪＡ営農指導員等

２ 事業主体
県

３ 予算額
６，３２５千円 諸収入 ３千円

一般財源 ６，３２２千円

(1)： ２９０千円 旅費、需用費等 ２９０千円

(2)：１，２１６千円 旅費、需用費等 ８０７千円
委託料 ４０９千円

(3)：４，８１９千円 旅費、需用費等 ２，６７４千円
委託料 ２，１４５千円

４ 事業年度
令和４～７年度
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12 あきたこまちＲ導入理解促進対策事業（新規）

水田総合利用課

生産者や消費者等への「あきたこまちＲ」の理解促進を図るため、切替えの必要性や栽培技術のポイント等を周知
するとともに、科学的な知見に基づく正しい情報を発信する。

１ 事業内容
(1) 「あきたこまちＲ」生産・販売推進本部の運営

県、市町村、農業団体が一体となって、切替えに向けた取組を推進する。
・ 実施内容 周知活動等の進捗管理や情報共有

(2) あきたこまちＲ導入普及対策
現地での実証展示や研修会の開催等により生産者の理解促進を図る。

・ 実施内容 普及実証展示ほの設置（８か所）
現地栽培展示ほの設置（16か所）
栽培マニュアル等の配付
現地研修会の開催 等

(3) あきたこまちＲ理解促進対策
科学的な知見に基づく正しい情報を発信し、実需者や消費者等の理解促進を図る。

・ 実施内容 県内外の米卸売業者等を対象とした説明会の開催
消費者向けチラシ等の配布
動画広告や新聞広告等による情報発信 等

２ 事業主体
県
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３ 予算額
１３，００５千円 一般財源 １３，００５千円

旅費、需用費等 ５，８２５千円
役務費 ２，６２０千円
委託料 ４，５６０千円

４ 事業年度
令和６～７年度
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13 サキホコレ！トップブランド確立事業

水田総合利用課秋田米ブランド推進室

「サキホコレ」が全国トップブランドの地位を確立するため、安定供給に向けた生産対策や販売チャネル拡大に向
けた流通・販売対策、ブランドイメージの構築に資する戦略的な情報発信等を推進する。

１ 事業内容
(1) 確かな品質で安定供給できる生産の推進事業

ＩＣＴを活用した生育診断技術等を開発するほか、特別栽培のスタンダード
化に向けた調査等を実施する。
ア 高品質を担保する生産

(ｱ) 栽培特性の把握
・ 施肥反応試験、肥効調節型肥料試験
・ 食味関連調査（委託先：(一財)日本穀物検定協会、32点）

(ｲ) 栽培技術の普及
・ 技術情報の提供（展示ほの設置（20か所 、ＳＮＳ等の活用））
・ 研修会の開催（指導者研修、生産者研修（各５回 ））

イ 需要の拡大に対応した生産
(ｱ) ＩＣＴ等を活用した栽培管理技術の開発
・ スマートフォンアプリによる生育診断
・ ほ場段階でのタンパク質含有率の予測等

(ｲ) 生産者相互による技術の研さん
・ 生産者協議会の開催（現地検討会、栽培技術フォーラム等）

ウ ＳＤＧｓや環境に配慮した生産
(ｱ) 特別栽培の現地試験（４地区）
(ｲ) 栽培マニュアルの改訂

項目 Ｒ５実績 Ｒ６計画

作付面積(ha) 1,302 1,647 

集荷数量(ｔ) 6,850 9,000 

生産団体数 17 18 

生産者数(人) 877 955 

令和６年１月末現在

〔生産状況〕

〔栽培技術向上フォーラム〕
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(2) トップブランド米の地位確立に向けた流通・販売対策事業
ブランド化総合プロデューサーの監修の下、販売チャネルを拡大しながら、

認知度とブランド力の向上を図る。
ア プロモーションに対するプロデューサーからの指導・助言
イ 集荷業者と連携した販路の開拓、展示商談会への出展等

(3) 認知度と関心を高めるための戦略的な情報発信事業
訴求力のあるブランドイメージを全国で構築するとともに、県内から応援

する機運を醸成する。
ア プロモーションの展開

・ テレビＣＭの放映、メディアやＳＮＳ等による情報発信
・ イベントの開催（田植え、稲刈り）
・ 試食キャンペーンの実施（量販店240店舗）

イ ファンづくりのための取組
・ 農業高校における栽培実習
・ サキホコレ音頭大会等

(4) ブランド化戦略推進体制整備事業
「 」秋田米新品種ブランド化戦略本部の運営及び 秋田米新品種ブランド化戦略

の円滑な推進を図る。

２ 事業主体
(1)、(2)：県
(3)、(4)：県、秋田米新品種ブランド化戦略本部

単位:ｔ,％

販売計画 販売実績 進捗率

1,412 581 41 

5,178 1,354 26 

6,590 1,935 29 

令和６年１月15日現在

エリア

県内

県外

合計

〔令和５年産の販売状況〕

〔テレビＣＭ〕
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３ 予算額
９４，０５４千円 国庫支出金 ４５，５８５千円

諸収入 ２０千円
一般財源 ４８，４４９千円

(1)：１５，９２９千円 報酬、需用費等 １１，３５３千円
委託料 ４，５７６千円

(2)：１１，６２４千円 旅費、役務費等 １，９４０千円
委託料 ９，６８４千円

(3)：６１，１２５千円 旅費、役務費等 ２，１２５千円
負担金補助及び交付金 ５９，０００千円

(4)： ５，３７６千円 旅費、需用費等 １，２２２千円
負担金補助及び交付金 ４，１５４千円

４ 事業年度
令和４～７年度
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14 “あきたの野菜”手取りアップ総合推進事業

園芸振興課

野菜生産農家等の所得向上を図るため、本県の主要野菜やしいたけの単収と品質の向上を促進するとともに、県産
園芸品目の販売拡大に向けた取組を支援する。

１ 事業内容
(1) 野菜手取りアップ推進事業

主要野菜の単収と品質の向上を促進するため、排水対策技術の普及や新技術の実証等を行う。
・ 実施内容 排水技術実証ほの設置、排水対策マニュアルを活用した技術普及、フォーラムの開催、

半促成栽培技術の実証・普及（アスパラガス 、新たな品目の検討（さつまいも 、） ）
減肥に向けた局所施肥試験の実施（えだまめ）

(2) 伝統野菜等中山間園芸支援事業
伝統野菜や薬用作物など、中山間地域で取り組まれている特徴的な園芸品目の栽培技術指導を行うとともに、

貴重な遺伝資源の保存を図る。

(3) 園芸品目販売拡大事業
県産園芸品目の更なる認知度と販売額の向上を図るため、生産者やＪＡグループが連携したオール秋田体制で

の販売促進活動を支援する。
・ 助成対象 首都圏量販店等での秋田フェアの開催、マスメディアを通じた宣伝活動等
・ 補 助 率 １／３

(4) 県オリジナル園芸品種種苗生産安定化対策事業
県オリジナル園芸品種の種苗を安定的に供給するため、生産体制の強化を図る。

ア 原原種、原種の生産（農業試験場）
イ 種苗生産体制の強化
・ 助成対象 種子選別に必要な機器
・ 補 助 率 １／２
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２ 事業主体
(1)、(2)、(4)のア：県
(3) ：あきた園芸戦略対策協議会
(4)のイ ：(公社)秋田県農業公社

３ 予算額
８，８２０千円 諸収入 ５千円

一般財源 ８，８１５千円

(1)：３，４９６千円 旅費、需用費等 ３，４９６千円

(2)： １２９千円 旅費、需用費等 １２９千円

(3)：３，５００千円 負担金補助及び交付金 ３，５００千円

(4)：１，６９５千円 報酬、需用費等 １，５３５千円
負担金補助及び交付金 １６０千円

４ 事業年度
令和４～７年度
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15 夢ある園芸産地創造事業

園芸振興課

複合型生産構造への転換を加速するため、市町村の「園芸振興計画」に基づく産地化に向けた取組を支援する。

１ 事業内容
(1) 夢ある園芸産地創造プラン推進事業

市町村による「園芸振興計画」の策定と実施に向けた活動等を支援する。
・ 活動内容 推進会議等の開催

事業実施後のフォローアップ
新規品目の試験栽培、経営評価等

(2) 夢ある園芸産地創造プラン支援事業
「園芸振興計画」に位置づけられた生産者が行う、園芸品目等の生産拡大に向けた取組を支援する。

ア 支援メニュー
(ｱ) 中山間拠点 中山間地域において販売額３千万円以上を目指す取組
(ｲ) 大規模拠点 販売額１億円以上（メガ団地）を目指す取組
(ｳ) 生産性向上 スマート農業や単収向上等による生産拡大の取組
(ｴ) 周 年 農 業 雇用機会の増加を目指す周年農業の取組
(ｵ) 就 農 定 着 新規就農者の経営の複合化の取組
(ｶ) 地 域 振 興 市町村で産地化を目指す品目の生産拡大の取組

イ 対象作物等
・ 野菜（えだまめ、ねぎ、アスパラガス、トマト、きゅうり、すいか）
・ 花き（キク、リンドウ、トルコギキョウ、ユリ、ダリア）
・ 果樹（りんご、なし、ぶどう、もも、おうとう）
・ 土地利用型作物（大豆、麦、そば、葉たばこ）
・ 菌茸類（しいたけ）
・ 新規就農者の経営の複合化に必要な品目
・ 地域振興品目（市町村で特に振興する品目）
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ウ 助成対象
・ 生産、収穫、調製・出荷等に必要な機械・施設等の整備に要する経費
・ 新植、改植に要する経費（アスパラガス、リンドウ、果樹等）

エ 補助率
(ｱ)、(ｲ) ：１／２
(ｳ)、(ｴ)、(ｶ)：１／３
(ｵ) ：１／３（農外からの新規就農者は１／２）

２ 事業主体
(1)：県
(2)：認定農業者、認定新規就農者等

３ 予算額
４５９，１６８千円 繰入金：地域活性化対策基金 ３７１，１２１千円

諸収入 ８８，０４７千円

(1)： １，８０６千円 旅費、需用費等 １，８０６千円

(2)：４５７，３６２千円 負担金補助及び交付金 ４５７，３６２千円

４ 事業年度
令和４～７年度
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16 新たな果樹産地創造事業（新規）

園芸振興課

果樹産地における担い手の確保・育成を図るとともに、規模拡大や気象災害に強い産地への転換を推進する。

１ 事業内容
(1) 新たな担い手獲得事業

法人経営体の育成や新規就農者の確保に向けた取組、効率的な園地流動化システムの構築を推進する。
ア 法人経営体の育成及び新たな担い手の獲得
・ 実施内容 トライアルファームの体制整備への支援

スマート農機に関する研修会の開催 等
イ 園地の流動化促進及び受け手となる担い手の育成
・ 実施内容 園地流動化システムの構築に向けた園地台帳の整備

篤農家の技術指導による栽培技術の向上

(2) 加工用りんご普及拡大事業
加工用りんごの導入による規模拡大を推進するため、生産技術の開発や経営指標の作成を行う。

ア 栽培方法の確立
・ 実施内容 超省力で安定生産が可能な栽培技術の開発

イ 経営指標の作成
・ 実施内容 栽培実証ほの設置による経営収支の把握

ウ 加工需要の高い県オリジナル品種の生産振興
・ 実施内容 「秋田５号」などの栽培技術の開発

(3) 災害に強い果樹ＤＸ推進事業
気候変動に対応した栽培管理を可能とするデータ解析や情報発信のためのシステムを整備する。

ア 発芽開花予想プログラムの整備
・ 実施内容 りんご、おうとう、日本なしのプログラム作成

イ 低温情報システムの構築
・ 実施内容 メッシュ気象データを活用したシステムの構築
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２ 事業主体
県

３ 予算額
１４，４６３千円 繰入金：地域活性化対策基金 １４，４６３千円

(1)： ４，２９４千円 旅費、需用費等 ６２４千円
委託料 ３，６７０千円

(2)： ３，８１０千円 旅費、需用費等 ２，５１０千円
備品購入費 １，３００千円

(3)： ６，３５９千円 旅費、需用費等 １，２３８千円
委託料 ５，１２１千円

４ 事業年度
令和６～９年度

【参考】低温情報システムのイメージ

①メッシュ
気象データ

各農家

部会役員

ＪＡ指導員
燃焼法

②プログラム
③アラート
発出

散水法2km四方
データ取得

一定条件で
SNS配信

④霜対策
実施
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17 夢ある畜産経営ステップアップ支援事業

畜産振興課

複合型生産構造への転換を加速するため、畜産経営体が行う規模拡大に必要な家畜の導入や機械・施設等の整備を
支援する。

１ 事業内容
(1) 支援メニュー
ア 秋田牛の増頭に向けた取組
イ スマート農業による省力化・効率化に向けた取組
ウ 乳用初妊牛の導入による泌乳能力向上に向けた取組
エ 比内地鶏の生産拡大に向けた取組
オ 耕畜連携の推進と自給飼料の生産拡大の取組
カ 新規就農者の就農計画実現に向けた取組

(2) 助成対象
繁殖雌牛や肥育素牛の導入、施設整備等に要する経費

(3) 補助率
ア～オ：１／３
カ ：１／３（農外からの新規就農者は１／２）

２ 事業主体
ア～エ、カ：認定農業者、認定新規就農者又は畜産クラスター計画の中心的経営体
オ ：機械共同利用組織、耕畜連携組織
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３ 予算額
８１，０９０千円 一般財源 ８１，０９０千円

負担金補助及び交付金 ８１，０９０千円

４ 事業年度
令和４～７年度
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18 次代につなぐ秋田牛資質向上対策事業

畜産振興課

秋田牛の生産拡大とブランド力強化のため、産肉能力と脂肪の質に優れた種雄牛の造成や繁殖雌牛の遺伝的能力の
向上に取り組み、全国和牛能力共進会北海道大会での全国評価の向上を図る。

１ 事業内容
(1) 種雄牛造成事業

産肉能力と種牛性を兼ね備え、脂肪の質に優れた種雄牛を効率的に造成する。
・ 実施内容 牛肉中オレイン酸含量等のデータ収集と解析

遺伝子解析結果に基づく父牛と母牛の選抜

(2) 高能力繁殖雌牛増産対策事業
優良な繁殖雌牛の県内保留を支援し、繁殖雌牛の資質向上と生産基盤の強化を図る。

ア 高能力雌牛の保留支援
・ 実施内容 市場調査等による高能力雌牛の早期発掘と県内保留奨励（40頭）

イ 繁殖能力の高い「ふくはな５」系受精卵の安定供給と繁殖技術向上支援
・ 実施内容 受精卵移植の推進（県有牛飼養管理の委託37頭、受精卵160個）

(3) 全共出品技術強化事業
出品技術の強化を図るため、調教や飼養管理技術の継承に取り組むとともに、脂肪の質の向上に向けた肥育試

験を実施する。
ア 種牛の部の出品技術強化
・ 実施内容 調教技術研修会や飼養管理技術研修会の開催

イ 肉牛の部の出品技術強化
・ 実施内容 飼料や飼養管理の異なる条件での短期肥育試験（８頭）

全共用肥育素牛の作出と生産技術の強化

-45-



(4) 若い担い手裾野拡大対策事業
若手生産者の早期の経営安定を図るため、分娩間隔の短縮や子牛の損耗防止について重点指導するほか、担い

手の裾野拡大に向け高校生の全共出品の取組を推進する。
ア 若手生産者への重点指導による生産技術の早期安定
イ 若手及び女性生産者への経営指導
ウ 全共特別区（高校生）への出品に向けた取組の推進

２ 事業主体
県

３ 予算額
８６，８５３千円 財産収入 ２０，１１６千円

諸収入 ６５０千円
一般財源 ６６，０８７千円

(1)：１５，６３２千円 需用費、役務費等 ７，６５８千円
委託料 ７，９７４千円

(2)：４４，２１７千円 需用費、使用料及び賃借料等 ５，８０６千円
委託料 ３８，４１１千円

(3)：２３，０３６千円 需用費、役務費等 ８，０７６千円
委託料 １４，９６０千円

(4)： ３，９６８千円 需用費、備品購入費 ２，９１８千円
委託料 １，０５０千円

４ 事業年度
令和５～９年度
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19 秋田牛プレミアムプロモーション事業（新規）

畜産振興課

デビュー10周年を契機に「秋田牛」の更なる認知度向上を図るため、首都圏や県内でのプロモーション活動を展開
する。

１ 事業内容
(1) 首都圏における認知度向上対策

首都圏の食肉卸業者、飲食店、量販店、食肉市場、秋田牛生産者等による交流会を開催する。

(2) 県内における認知度向上対策
全国のバイヤーと秋田牛生産者等との意見交換会の開催を支援する。

・ 助成対象 意見交換会の開催経費
・ 補 助 率 １／２

(3) 観光需要向け認知度向上対策
秋田牛の需要拡大を図るため、秋田牛を提供する飲食店・宿泊事業者等を支援する。

・ 助成対象 秋田牛購入費
・ 補 助 率 １／２

(4) 秋田牛プレミアムプレゼントによる認知度向上対策
秋田牛の消費拡大を図るため、秋田牛購入者を対象にプレゼント企画を実施する。

２ 事業主体
(1)、(4) ：県
(2) ：秋田牛ブランド推進協議会
(3) ：飲食店、宿泊事業者等
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３ 予算額
１１，４６６千円 一般財源 １１，４６６千円

旅費 ４２６千円
委託料 ７，８４２千円
負担金補助及び交付金 ３，１９８千円

４ 事業年度
令和６年度
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20 農業農村整備事業（公共）

農山村振興課
農地整備課

農業の生産基盤の強化や農村地域の安全・安心の確保を図るため、ほ場整備や農業水利施設等の整備を実施する。

１ 主な事業内容
(1) 経営体育成基盤整備事業
ア 農地集積加速化基盤整備事業

水田農業の効率化・複合化に不可欠な水田の大区画化・汎用化を図るため、区画整理を行うとともに、暗渠
排水、用排水路、農道等の生産基盤を整備する。
・ 実施地区 神代地区（仙北市）ほか33地区
・ 予 算 額 ５，０９３，７５３千円

イ 農地中間管理機構関連ほ場整備事業
、 、 、 。農地中間管理権が設定された農地において 区画整理や暗渠排水 用排水路 農道等の生産基盤を整備する

・ 実施地区 象潟前川地区（にかほ市）ほか34地区
・ 予 算 額 ２，８６９，０８３千円

(2) ため池等整備事業【農村地域防災減災事業】
農地等への災害を未然に防止するため、ため池や頭首工、用排水路、排水機等について、改修等を実施する。
・ 実施地区 黒瀬沢地区（秋田市）ほか59地区
・ 予 算 額 ３，０６２，７８４千円

(3) 水利施設整備事業
ア かんがい排水事業

農業生産の基礎となる基幹的な農業用用排水施設の改良等を実施する。
・ 実施地区 蛭野・角間川堰地区（横手市・大仙市）ほか７地区
・ 予 算 額 １，４４４，０００千円
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イ 基幹水利施設ストックマネジメント事業
老朽化した農業用用排水施設の長寿命化を図るため、補修・更新等を実施する。

・ 実施地区 八郎潟２地区（大潟村）ほか17地区
・ 予 算 額 １，２０８，４０８千円

(4) 農地耕作条件改善事業
地域の実情に応じた区画拡大や暗渠排水等の簡易な基盤整備を支援する。
・ 実施地区 大潟耕作10期地区（大潟村）ほか８地区
・ 予 算 額 ６９０，４５８千円

２ 事業主体
(1)、(2)、(3)：県
(4) ：市町村、土地改良区等

３ 予算額
１８，１７５，１５５千円 分担金及び負担金 １，９２３，２６０千円

国庫支出金 １０，０４８，７７０千円
諸収入 ３８５，０４５千円
県債 ４，６１２，７００千円
一般財源 １，２０５，３８０千円
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21 秋田版蓄養殖フロンティア事業

水産漁港課

漁港内の静穏域を活用した蓄養殖を推進するため、飼育技術や省力化技術の開発を行うほか、蓄養殖に取り組む漁
業者グループ等を支援する。

１ 事業内容
(1) 秋田版蓄養殖技術開発事業

養殖魚の安定生産に向け飼育技術や省力化技術の開発を行う。
・ 実施内容 トラフグの養殖試験

(2) 秋田版蓄養殖チャレンジ事業
蓄養殖に取り組む漁業者グループ等を支援する。

・ 助成対象 サーモンやクルマエビ等の飼育施設の整備、飼育に要する経費
・ 補 助 率 ２／３

(3) 蓄養殖推進体制構築事業
クルマエビ養殖の推進に向け、養殖適期に種苗を生産する技術の開発を行う。

・ 実施内容 親の成熟時期をコントロールした種苗生産技術の開発

２ 事業主体
(1)、(3)：県
(2) ：漁業者グループ等

〔養殖クルマエビ〕

〔養殖用トラフグ種苗〕
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３ 予算額
１２，７８９千円 繰入金：地域活性化対策基金 １２，７８９千円

(1)：３，１０１千円 旅費、役務費等 ６０１千円
委託料 ２，５００千円

(2)：７，３８８千円 旅費、需用費 ２８８千円
負担金補助及び交付金 ７，１００千円

(3)：２，３００千円 旅費、需用費 ３００千円
委託料 ２，０００千円

４ 事業年度
令和４～９年度
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22 秋田版次世代型漁業構築事業（新規）

水産漁港課

温暖化等による魚種や漁場の変化に対応した持続可能な漁業生産を推進するため、漁獲対象魚種・漁法の転換や複
合化に向けた取組を支援する。

１ 事業内容
魚種・漁法の転換や複合化に必要な漁具・機器等の導入を支援する。

・ 助成対象 漕ぎ刺し網、浮き網、カゴ、ＧＰＳプロッター等
・ 補 助 率 １／３（新規就業者は１／２）

２ 事業主体
漁業者等

３ 予算額
５，１００千円 国庫支出金 ４，０００千円

一般財源 １，１００千円

負担金補助及び交付金 ５，１００千円

４ 事業年度
令和６～１０年度

〔アカアマダイ〕 〔シイラ〕

〔漁獲量の変化〕
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23 漁業取締船くぼた代船建造事業

水産漁港課

実効ある資源管理体制を維持するため、老朽化した漁業取締船くぼたの代船を建造する。

１ 事業内容
・ 建造規模 総トン数19ｔ（全長18.4ｍ、幅4.5ｍ、深さ1.85ｍ 、定員９名）
・ 総工事費 560,000千円（見込み）

２ 事業主体
県

３ 予算額
１７１，２６８千円 県債 １２７，０００千円

一般財源 ４４，２６８千円

旅費、需用費等 １，８２８千円
委託料 ２，０２９千円
工事請負費 １６７，４１１千円

４ 事業年度
令和４～８年度

【参考】建造スケジュール
・ 令和６年度 入札、契約、着工
・ 令和７年度 竣工
・ 令和８年度 運用開始、現船売却

〔代船のイメージ〕
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24 あきた材販売促進事業（拡充）

林業木材産業課

県産材の利用を促進するため、県内外の住宅や海外市場への販路拡大を図るほか、住宅以外の建築物の木造・木質
化に取り組む建築士等の人材を育成する。

１ 事業内容
(1) オールあきた材ブランド発信事業（拡充）

県産材のブランド力強化を図るため、住宅に利用する木材製品のプロモーション等を展開する。
・ 対 象 者 工務店、建築士、デザイナー等
・ 実施内容 ＳＮＳを活用した情報発信、首都圏展示会への出展、木材の新価値創造調査

(2) あきた材住宅販路強化事業（拡充）
ア ウッドファーストあきた県内住宅販路強化事業

県内で県産材を利用する工務店グループ等を支援する。
・ 対 象 者 県内の工務店グループ等
・ 助成対象 住宅の県産材利用率向上
・ 補 助 率 定額（通常枠150千円／戸、チャレンジ枠70千円／戸）

イ あきた材県外住宅販路強化事業
県外で県産材を利用する工務店等を支援する。

・ 対 象 者 あきた材パートナー登録を行った工務店等
・ 助成対象 構造材、内装等への県産材利用
・ 補 助 率 定額（50千円／戸）

(3) ウッドファーストあきた木造建築人材育成事業
県内の非住宅建築物の木造・木質化を促進するため、木材の優先利用の意識醸成や建築人材の育成を図る。
・ 対 象 者 建築士、学生等
・ 実施内容 研修会の開催、学生向け木材利用提案コンクールの開催、民間非住宅建築物の表彰
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(4) あきた材輸出販路強化事業（拡充）
台湾への輸出体制を整備するため、内装材の販路開拓に向けたマーケット調査やプロモーション活動を行う。
・ 対 象 者 木材産業団体、製材工場
・ 実施内容 市場動向及びニーズ調査、セミナーの開催、台湾建築関係者の産地招聘

２ 事業主体
(1)、(3)、(4)：県
(2)のア ：県内工務店グループ等
(2)のイ ：県外工務店等

３ 予算額
１０６，３５０千円 繰入金：森林環境譲与税基金 １４，９９７千円

一般財源 ９１，３５３千円

(1)： ９，１６８千円 旅費、使用料及び賃借料等 ９１８千円
委託料 ８，２５０千円

(2)：８３，５０３千円 旅費、需用費等 １，３４３千円
委託料 ４，８００千円
負担金補助及び交付金 ７７，３６０千円

(3)： ４，６９８千円 旅費、使用料及び賃借料等 １７１千円
委託料 ４，５２７千円

(4)： ８，９８１千円 旅費、需用費等 １，１３９千円
委託料 ７，８４２千円

４ 事業年度
令和６～８年度
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25 木材生産スマート化推進事業（新規）

林業木材産業課

原木需要の増加に対応し、木材の生産性向上を図るため、ＩＣＴ機器を活用したスマート化モデルを確立し、林業
経営体等へ普及する。

１ 事業内容
木材生産における一連の作業をスマート化したモデルを確立・普及する。

・ 対 象 者 林業経営体、木材加工企業、原木運搬企業等
・ 実施内容 スマート化に向けた検討会の開催

現場実証の実施（２か所）

２ 事業主体
県

３ 予算額
５，０４０千円 一般財源 ５，０４０千円

旅費、使用料及び賃借料等 ６１８千円
委託料 ４，４２２千円

４ 事業年度
令和６～８年度
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【参考】木材生産スマート化モデルのイメージ

従
来
モ
デ
ル
（
例
）

ス
マ
ー
ト
化
モ
デ
ル（
例
）

測量データ解析ソフト 三次元森林資源調査 施業提案ソフト 木材検収ソフト

森林調査 施業提案 伐倒・集材木材情報の共有 木材検収

木材クラウドに
情報集約
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26 森林・林業雇用総合対策事業

森林資源造成課

本県の林業の担い手を確保・育成するため、林業経営体における就業環境の整備や就業希望者への支援など、総合

的な林業雇用対策を実施する。

１ 事業内容

(1) 森林整備担い手育成事業

林業従事者の育成や就業環境の改善、労働安全衛生対策の取組を支援する。

ア ニューグリーンマイスター等の育成

(ｱ) 林業に関する専門的知識及び技術習得のための研修経費

・ 補 助 率 10／10

(ｲ) 技能講習等の受講経費

・ 補 助 率 １／２

イ 就業環境の改善

(ｱ) 新規林業従事者の処遇改善経費

・ 補 助 率 定額（10千円／月・人）

(ｲ) 林業従事者の退職金共済掛金経費

・ 補 助 率 １／２（上限50千円／年・人）

ウ 労働安全衛生の充実

(ｱ) ハチ刺され対策経費

・ 補 助 率 定額（２千円／人）

(ｲ) 安全作業器具の導入経費

・ 補 助 率 １／２
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(2) 林業労働安全衛生対策事業

林業労働災害を撲滅するための巡回指導活動等を実施する。

・ 実施内容 安全衛生指導員の巡回指導活動への助成、林業従事者を対象とした労働安全講習会の実施

・ 補 助 率 ３／４（国１／２、県１／４）

(3) 林業就業サポート事業

就業希望者に対する就業先の斡旋やマッチング、就業前の各種研修の紹介等を総合的に行う取組を支援する。

・ 助成対象 無料職業紹介所の運営、雇用環境の改善相談等に要する経費

・ 補 助 率 10／10

(4) 新規就業者雇用支援事業

県内外から広く新規林業就業者を確保するため、林業の体験研修等を行う。

・ 実施内容 林業就業トライアル研修、高校生林業体験

(5) 林業の魅力発信事業

林業のイメージアップと職業としての林業の認知度向上を図るため、高性能林業機械の展示・実演等を行う。

・ 実施内容 高性能林業機械の展示・実演、伐木造材技術交流会、林業現場体験会

２ 事業主体

(1)、(3)：(公財)秋田県林業労働対策基金

(2) ：林業・木材製造業労働災害防止協会秋田県支部、県

(4)、(5)：県
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３ 予算額
１０１，３０４千円 国庫支出金 １，５００千円

繰入金：森林整備担い手育成基金 ５３，７２７千円
森林環境譲与税基金 ４６，０７７千円

(1)：７１，８７８千円 負担金補助及び交付金 ７１，８７８千円

(2)： １，０９７千円 旅費、需用費等 ３４７千円
負担金補助及び交付金 ７５０千円

(3)：１０，１７５千円 負担金補助及び交付金 １０，１７５千円

(4)： ８，４９６千円 委託料 ８，４９６千円

(5)： ９，６５８千円 報償費、使用料及び賃借料等 １，７４４千円
委託料 ７，９１４千円

４ 事業年度
平成８年度～
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27 カーボンニュートラルに挑戦する再造林拡大事業

森林資源造成課

将来にわたり森林のＣＯ 吸収量を確保し、資源の循環利用を確立するため、再造林拡大の取組を総合的に実施する。２

１ 事業内容
(1) 造林地集積促進事業

森林所有者に代わり、林業経営体が再造林とその後の保育管理を一括して担う取組に対し支援する。
ア 造林地の集積に取り組む林業経営体（受け手）への支援
・ 事 業 量 430ha
・ 補 助 率 定額（上限150千円／ha）

イ 造林地の集積に応じる森林所有者（出し手）への支援
・ 事 業 量 430ha
・ 補 助 率 定額（上限50千円／ha）

(2) 造林マイスター育成事業
森林所有者に再造林の働きかけを行う「あきた造林マイスター」を育成する。
・ 対 象 者 林業経営体に所属する森林施業プランナー等の有資格者
・ 実施内容 育成研修の開催

(3) 先進的造林技術推進事業
低コスト・省力造林技術の普及・定着やスマート林業技術の導入を促進する。
・ 実施内容 多雪地帯におけるスギやカラマツの低密度植栽試験区の設置

実践フィールドを活用したスマート林業機械の操作研修

(4) 再造林優良種苗確保事業
再造林に必要な優良種苗を安定的に供給するため、スギやカラマツの採種園の造成・更新を行う。
・ 実施内容 採種園用スギエリートツリー苗木の養成

カラマツ採種園の造成
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(5) あきたの森林若返り普及促進事業
再造林に対する県民の理解を深めるため、森林のＣＯ 吸収機能や木材利用がもたらす炭素貯蔵効果等につい２

てＰＲするとともに、森林由来のＪ－クレジット創出に取り組み、県内での普及を進める。
・ 実施内容 県民向け出前講座の開催

県有林における森林クレジットの認証取得 等

２ 事業主体
(1)のア ：林業経営体
(1)のイ ：秋田県再造林推進協議会
(2)～(5)：県

３ 予算額
１０９，２６２千円 繰入金：水と緑の森づくり基金 ２，０３８千円

森林環境譲与税基金 ２３，９１３千円
地域活性化対策基金 ８３，２８８千円

諸収入 ２３千円

(1)：８６，０００千円 負担金補助及び交付金 ８６，０００千円

(2)： ３００千円 旅費、使用料及び賃借料等 ３００千円

(3)：１１，５８６千円 旅費、使用料及び賃借料 ３３１千円
委託料 １１，２５５千円

(4)： ９，０９８千円 報酬、需用費等 ９，０９８千円

(5)： ２，２７８千円 旅費、需用費等 １，１７８千円
委託料 １，１００千円
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４ 事業年度
令和４～７年度

【参考】再造林面積と再造林率の推移

〔造林マイスター育成研修〕
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28 秋田県水と緑の森づくり税事業

森林環境保全課

地球温暖化の防止や県土の保全、水源のかん養等の公益的機能を有する森林を健全に守り育て、次代に引き継いで
いくため、森林環境保全のための森づくりを行うとともに、県民参加の森づくり活動等を推進する。

１ 事業内容
(1) 秋田県水と緑の森づくり事業（ハード事業）

（単位：千円）

事業名 事業内容 事業量 事業費

ア 豊かな里山林整備事業 ・生育の思わしくないスギ人工林を広葉樹との混交林へ誘導 30ha 38,483

・スキー場跡地等の広葉樹林の再生 15ha

イ 安全・安心な森整備事業 ・クマ等の出没抑制のための緩衝帯整備や道路沿い等の過密 230ha 315,058

化した森林の整備
3

・松くい虫被害やナラ枯れ被害を受けた森林の景観向上や安 7,153ｍ

全対策のための枯死木処理等

・ナラ枯れ被害を未然に防止するためのナラ林の若返り 32ha

ウ 森や木とのふれあい空間 ・県民が森林とふれあえる森林公園等の整備 ６か所 67,841

整備事業 ・木育体験空間の整備 １か所

エ 事務費 4,715

合計 426,097

(2) 秋田県水と緑の森づくり推進事業（ソフト事業）
（単位：千円）

事業名 事業内容 事業量 事業費

ア 県民参加の森づくり事業 ・森林ボランティア団体の森づくり活動を支援 29件 35,051

・自治会等が自由な発想により行う森づくり活動を支援 24件

・市町村等による森づくり活動や普及啓発活動を支援 14件
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事業名 事業内容 事業量 事業費

イ 森林環境教育推進事業 ・児童・生徒等を対象とした森林環境教育活動を支援 60件 19,643

・森林環境教育指導者を養成 60人

ウ 普及啓発事業 ・森林祭の開催、副読本「あきたの森林」の発行等 一式 34,468

・あきた森づくり活動サポートセンターの運営

・基金運営委員会の開催

・森林環境保全に関する調査等

合計 89,162

２ 事業主体
(1)のア～ウ ：県、市町村、森林組合、林業事業体等
(1)のエ、(2)のウ：県
(2)のア ：市町村、森林ボランティア団体、自治会等
(2)のイ ：県、市町村、小中学校、幼稚園・保育所等

３ 予算額
５１５，２５９千円 繰入金：水と緑の森づくり基金 ５１５，２５９千円

(1)：４２６，０９７千円 旅費、需用費等 ４，７１５千円
委託料 ２７，１５０千円
負担金補助及び交付金 ３９４，２３２千円

(2)： ８９，１６２千円 報酬、需用費等 １７，０４５千円
委託料 １９，０５３千円
負担金補助及び交付金 ５３，０６４千円

４ 事業年度
令和５～９年度
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29 森林病害虫等防除対策事業

森林環境保全課

県民の財産や生活環境を保全するため、松くい虫及びナラ枯れ被害の拡大・まん延を防止し、防災機能や保健休養
機能など森林の公益的機能の維持増進を図る。

１ 事業内容
(1) 松くい虫被害先端地域特別対策事業（大臣命令委託事業）

・ 実施内容 松くい虫被害先端地域での伐倒駆除（4,368㎥ 、薬剤散布（468ha 、環境影響調査） ）

(2) 松くい虫防除対策事業（国庫補助事業）
・ 実施内容 公益的機能の高い松林での伐倒駆除（3,246㎥ 、薬剤散布（590ha 、樹幹注入（274本）） ）
・ 補 助 率 ３／４（国１／２、県１／４）

(3) 松くい虫防除対策事業（県単事業）
・ 実施内容 被害木調査（1,514ha 、抵抗性マツの品種開発）

(4) ナラ枯れ予防対策事業（国庫補助事業）
・ 実施地区 市町村が定めた「守るべきナラ林」での被害木駆除（150㎥ 、樹幹注入（1,512本））
・ 補 助 率 ３／４（国１／２、県１／４）

２ 事業主体
(1)、(3)：県
(2) ：県、市町村
(4) ：市町村
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３ 予算額
３２７，３３０千円 国庫支出金 ２３７，８８２千円

繰入金：水と緑の森づくり基金 ２，２１７千円
一般財源 ８７，２３１千円

(1)：１５６，６８３千円 需用費 １００千円
委託料 １５６，５８３千円

(2)：１３６，７７７千円 旅費、需用費等 ６９０千円
委託料 １０８，２２９千円
負担金補助及び交付金 ２７，８５８千円

(3)： ２１，５９４千円 報酬、需用費等 ２，５１７千円
委託料 １９，０７７千円

(4)： １２，２７６千円 旅費、需用費 ９７千円
負担金補助及び交付金 １２，１７９千円

４ 事業年度
昭和５７年度～

（単位：㎥）【参考】対策対象松林内における松くい虫被害の駆除計画

Ｒ４秋駆除 Ｒ５春駆除 Ｒ５秋駆除 Ｒ６春駆除 Ｒ６秋駆除 Ｒ７春駆除

森林病害虫等防除対策事業 5,475 2,612 4,652 1,791 5,823

962 1,238 2,288 3,002 771

－ 1,505 1,560 1,560 1,070

6,437 5,355 8,500 6,353 7,664

Ｒ４年度被害分 Ｒ５年度被害分 Ｒ６年度被害分

造林補助事業（衛生伐）

治山事業（保安林総合改良）

小計

年度別被害の駆除量 11,792 14,853 未定

事業名

未定
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30 森林整備事業及び治山事業（公共）

森林資源造成課
森林環境保全課

森林の多面的機能の発揮を図りつつ資源の循環利用を促進するため、間伐等や路網整備のほか、山地災害等の復旧
・予防に向け、治山対策を実施する。

１ 事業内容
(1) 森林整備事業
ア 造林補助事業

多面的機能が十分に発揮できる森林を育成するため、間伐や再造林等の森林整備を支援する。
・ 実施地区 花輪地区（鹿角市）ほか７地区（間伐・再造林等4,195㏊）
・ 予 算 額 １，６４２，１２２千円

イ 林道事業
森林の適切な整備及び保全を図るとともに、効率的な林業経営や山村地域の活性化に資するため、林道等の

整備を実施する。
・ 実施地区 長坂線（北秋田市）ほか14路線（開設延長7,330m 、林道改良等整備34地区）
・ 予 算 額 ９６６，５３９千円

(2) 治山事業
、 、 。森林の維持造成を通じ 山地災害から県民の生命・財産を守るため 治山施設の整備や荒廃山地の復旧を行う

・ 実施地区 下新田地区（鹿角市）ほか75地区
・ 予 算 額 ３，３３１，０６０千円
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２ 事業主体
(1)のア：県、市町村、林業経営体
(1)のイ：県、市町村
(2) ：県

３ 予算額
５，９３９，７２１千円 分担金及び負担金 １００，９９８千円

国庫支出金 ３，２６３，５１０千円
県債 １，８０８，３００千円
一般財源 ７６６，９１３千円
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